
計画の目的1

北区の現状と課題2

北区基本計画2020（案）

パブリックコメント（区民意見公募手続）を行います

区は、 平成１１年６月に区議会の議決を経

て２１世紀の区のめざすべき将来像を提示す

るとともに、区政運営の基本となる考え方

をまとめた、「北区基本構想」を策定しました。

この基本構想に掲げる区の将来像を実現

するための長期総合計画として、平成２７年

３月に「北区基本計画２０１５」を策定し、着実

に実行してきました。

この基本計画策定後５年が経過し、時代

は平成から令和へと移り、社会経済情勢や

先端技術等の加速度的な進歩によりライフ

スタイルが大きく変化しています。こうした

新たな時代への対応とともに、将来を見据

えた施策の方向を示し、「新たな時代に　未

来への希望を紡ぐ　ふるさと北区」の実現に

向けさらなる取組みを進め、夢や希望が未

来につながる区政を着実に推進するため、

新たな基本計画を策定するものです。

　

 （１）北区を取り巻く様々な課題

政府は令和元年６月に閣議決定した、 「経済

財政運営と改革の基本方針２０１９」において、

人口減少や少子高齢化が進展する中にあっ

ても、直面する様々な課題を克服し、ピン

チをチャンスに変えていく鍵となるのがデジ

タル化を原動力とした「Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０」の実現

であるとしており、人生１００年時代の到来

を見据え、一人ひとりが能力を高め、だれ

もがいくつになっても活躍できる社会を構築

するために成長戦略実行計画に基づき、具

体的な目標を掲げた取組みを始めています。

一方、日本経済は、経済再生を最優先の

政策課題に捉え、経済政策を強力に推進し

広く展開することにより、デフレでない状況

をつくり出し、長期にわたる回復を持続させ

ており、ＧＤＰは名目・実質とも過去最大規模

に達しているとともに、国民生活に密接に

かかわる雇用・所得環境も大きく改善しまし

「北区基本構想」に掲げた将来像「ともにつくり未来につなぐ　ときめきの

まち - 人と水とみどりの美しいふるさと北区」を実現するために、区が今後１０

年間に行う施策の内容を明らかにした「北区基本計画２０２０（案）」と、この基本

計画を着実に実現し、健全で安定的な行財政運営を確保することを目的とした

「北区経営改革プラン２０２０（案）」がまとまりました。

これらの案は、学識経験者や公募区民などで構成した検討会による答申を

ふまえ、まとめたものです。

今回の北区ニュース特集号では、この「北区基本計画２０２０（案）」と「北区経

営改革プラン２０２０（案）」について概要をお知らせします。

た。今後も、この経済の好循環をさらに持続・

拡大するために、さらなる取組みを進めて

います。

しかしながら、区においては、近年人口

は増加傾向にあるものの、将来的な少子高

齢化の進展、法人住民税の交付税原資化の

さらなる拡大が予定されていること、また景

気の変動により、財政運営に影響が発生す

ることが考えられます。

また、ＡＩ（人工知能）、ＩｏＴ（モノのインター

ネット）、ロボット、ビッグデータなど第４次

産業革命のデジタル技術とデータの活用は、

加速度的に進展しており、私たちの生活も

１０年後には大きく変化していることが見込

まれます。人間中心の社会「Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０」を

実現していく観点から、新たな技術を地域

課題の解決にどう取り込んでいくかが重要

な課題となっています。さらに、地方創生

の取組み、地方分権改革の進展、児童相談

所の設置をはじめとする、都区の役割分担

の見直し、特色のあるまちづくりの推進、

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）への取組み等、

区はますます基礎自治体として、地域の特

性を踏まえた施策を展開していかなければ

なりません。

あわせて、気候変動による風水害や首都

直下地震など、自然災害への対応は、大き

な課題の一つとなっています。

 （２）北区の基本的な課題

区の高齢化率は、平成２６年以降は、２５％

超で推移していましたが、近年の人口増加

により、平成３１年１月１日現在では、２４.９％

と５年ぶりに２５％を下回りました。また、「北

区人口推計調査報告書（平成３０年３月）」に

よると、今後１０年間は、高齢者人口につい

ては減少していきますが、令和２０年には、

ほぼ現在と同じ人口となります。一方で、

年少人口及び１５歳から６4歳までの生産年

齢人口については、２０年後、現在より増加

する推計となっていますが、いずれにしても、

少子高齢化の進展・人口構成のアンバラン

スの是正は、依然として、区としても大きな

課題であり、日本全体において人口減少が

進行する中で、区においても将来的な人口

減少は避けられない見込みです。

こうした人口減少・少子高齢化の進展は、

地域コミュニティやまちの活力の低下など、

コミュニティ活動や地域産業の基盤に大きな

影響を与えています。

また、ライフスタイルの加速度的な変化と

ともに、区民ニーズも多様化し、行政需要

は多様化・拡大化しています。こうした状況

の中、自治体だけの力であらゆる公共サー

ビスを維持し続けることは困難です。区民

や事業者等とも連携・協働するしくみがます

ます重要となっています。

さらに、義務的経費である扶助費の総額

は、高齢化の進行や児童福祉費等の伸びに

より、年々増加しているほか、 防災・減災対

策、市街地再開発など本格化するまちづく

りや公共施設等の更新、増大する行政需要

に見あう歳入の確保や、将来の世代に負担

を残さない健全な行財政運営を構築するた

めに、より一層の経営改革への取組みが必

要となっています。

区民の皆さんからのご意見をパブリックコメント（区民意見公募手続）として募集し

ます。

寄せられたご意見は十分検討し、計画策定の参考とさせていただきます。なお、

公表する場合は、氏名など個人が特定できる情報は公開しません。

［案件名］

（１）北区基本計画２０２０（案）

（２）北区経営改革プラン２０２０（案）

［閲覧場所］

企画課（区役所第一庁舎３階15番）、区政資料室（区役所第一庁舎１階）、地域振興室、

図書館及び北区ホームページ

［意見提出期間］１２月２０日（金）～令和２年１月２７日（月）（必着）

［意見提出方法］郵送、ファクス、持参または北区ホームページからお寄せください。

※提出の際は、必ず案件名、氏名・住所を記入してください。

［意見提出先］〒１１４－８５０８（住所不要）

※企画課、経営改革・公共施設再配置推進担当課共通　n（３９０５）３４２１

jhttp://www.city.kita.tokyo.jp/kuse/koho/kocho/public-comment/index.html

●滝野川地域

c令和２年１月１５日（水）　午後２時から　h滝野川会館小ホール（西ケ原１－２３－３）

●赤羽地域

c令和２年１月１６日（木）　午後６時３０分から　h赤羽会館小ホール

●王子地域

c令和２年１月１８日（土）　午後２時から　h北とぴあペガサスホール

l当日、直接会場へ

　　＝以下、共通＝

a（１）北区基本計画２０２０（案）について

企画課　o（３９０８）１１０４

（２）北区経営改革プラン２０２０（案）について

経営改革・公共施設再配置推進担当課　o（３９０８）９３３４

説明会を開催します

新たな時代に　未来への希望を紡ぐ　ふるさと北区

2012
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北区基本計画２０20（案）

　 ……………1～6面
北区経営改革プラン
２０20（案）………7・8面

北区基本計画２０２０（案）と北区経営改革プラン２０２０（案）

がまとまりました
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基本目標
計　画
事業数 合計

前期
（2～6年度）

計画事業費

後期
（7～11年度）

計画の位置付け・期間4

計画の施策体系と事業5

財政計画の基本的考え方6

「区民とともに」めざす、新たな

時代への対応3

「北区基本計画２０２０」では、区の基本姿

勢である「区民とともに」と、これまでの基本

計画・中期計画に掲げてきた３つの優先課題

を進め、区の１０年後のあるべき将来を見据

えた、取り組むべき２つの最重要課題へ積

極的に対応します。

あわせて、ここ数年の人口増加や住みた

いまちとして北区が注目を集めていること、

渋沢栄一翁の新紙幣の肖像の採用や大河ド

ラマの放映の機会など、まさに今、区をプロ

モーションする絶好の機会が訪れています。

この機を捉え、シティプロモーションに一層

力を入れるとともに、区の新たな魅力や価値

を創出する施策に積極的に取り組みます。

 （１）基本姿勢「区民とともに」

区民一人ひとりがゆとりと豊かさ、そして、

地域への愛着を持つことができる「北区に暮

らせば幸せになれる」魅力あふれる北区づく

りをめざして、区は「区民とともに」を基本姿

勢に、区民・事業者等に期待することや行政

の役割を明確にし、あらゆる場面において、

協働の精神のもと区政を推進しています。

 （２）取り組むべき２つの最重要課題

基本的な課題への対応はもとより、区の

10年後のあるべき将来を見据え、区が取り

組むべき２つの最重要課題を改めて設定しま

す。

①地域のきずなづくり

区民一人ひとりがゆとりと豊かさと夢を感

じられる北区とするために、だれもが「我が

事」として地域や地域の課題に関心を持ち、

お互い支えあう「地域のきずなづくり」を推

進する必要があります。

②子育てファミリー層・若年層の定住化

出産前からの切れ目のない支援による、

子育て施策を推進するとともに、北区で学

び、働き、暮らし、育てるための「子育てファ

ミリー層・若年層の定住化」を幅広く展開す

る必要があります。

 （３）３つの優先課題

①「地震・風水害に強い安全・安心なまちづく

りに全力」で取り組む

発生の切迫性が指摘されている首都直下

地震や気候変動の影響等による台風の大型

化に伴う荒川氾濫などの大規模災害を想定

した地震・風水害対策をはじめ、災害に強い

まちづくりを一層推進し、区民の生命、財

産を守ることに全力で取り組みます。

引き続き、「北区地域防災計画」に基づく

取組みを進め、自助、共助の力となる地域

防災力の向上をめざすとともに、「大規模水

害避難計画」の策定に取り組みます。また、

木造住宅密集地域の解消をはじめ防災まち

づくり事業の推進や、地域防犯力の向上に

取り組み、安全・安心な生活環境づくりを強

化します。

②「長生きするなら北区が一番」を実現する

人生１００年時代を見据えた健康長寿社会

の実現に向け、だれもが「いきがい」や「やり

がい」を持って暮らせる北区をめざし、高齢

者の就労や社会参加につながる「いきがい」

を創出するしくみづくりを進めるほか、生涯

学習・生涯スポーツの環境整備にも取り組

み、いくつになっても、だれもが自分らしく

輝き、活躍できる社会の実現をめざします。

あわせて、健康寿命の延伸を図るため、

若い世代から、高齢者まで自らの健康に関

心を持ち、自ら取り組む健康づくりを支援す

る事業の充実を図ります。

また、介護と医療の連携を強化し、すべ

ての人が健やかに、互いに支えあいながら

住み慣れた地域で安心して暮らし続けるた

めに、「北区版地域包括ケアシステム」をさ

らに充実します。

③「子育てするなら北区が一番」をより確か

なものにする

妊娠期から出産期、乳幼児期、そして学

齢期まで、それぞれのステージに寄り添った

切れ目のないきめ細かな支援の充実や、保

育所・学童クラブの待機児童解消に向けた

定員拡大とともに、質の向上を図り、子育

てファミリー層・若年層が安心して住み続け

られる環境づくりに取り組みます。

また、児童虐待防止に向けた取組みの強

化とともに、旧赤羽台東小学校跡地を活用

し、児童相談所をはじめとした子ども・教育

に関する複合施設の設置に向け、着実に準

備を進め、子どもたちの健やかな育ちをサ

ポートする体制を充実します。

「教育」の分野では、未来を担う子どもた

ちが、地域社会の一員としての自覚のもと、

「ふるさと北区」に誇りをもち、自らの力で人

生を切り拓き、将来様々な分野で活躍でき

る人材となるよう、「確かな学力の定着・向

上」、渋沢栄一翁の精神についても学習す

る「グローバル人材の育成」などの取組みを

進めるとともに、学校改築・改修にも計画的

に取り組み、教育環境の向上を図り、「教育

先進都市・北区」をさらに前進します。

 （４）北区の新たな魅力や価値を創出する

施策の展開

①本格化するまちづくりの一層の推進

自然環境豊かな特性を生かした安全・安

心・快適な空間を創出する施策を展開すると

ともに、「駅周辺のまちづくり」や都市基盤

整備、このほか、「安全・安心」という観点

からの「防災まちづくり」を中心とした面的整

備を一層推進します。

「駅周辺のまちづくり」については、まさに

今、動き出しているこの機を捉え、それぞ

れの特徴を生かし、にぎわいや利便性の向

上を図るなど、魅力的なまちづくりを着実に

推進します。

王子駅周辺においては、快適で機能性の

高い新庁舎建設に向けた検討を深めるとと

もに、「東京の北の交流拠点　水と緑豊か

な王子」の実現に向け、着実に歩みを進め

ます。

十条駅周辺においては、東京都や関係機

関と連携・協力して、十条駅付近連続立体

交差事業や鉄道付属街路事業を推進すると

ともに、十条駅西口地区市街地再開発事業

については、十条らしい「にぎわいの拠点」

の創出に寄与する公共施設を整備します。

赤羽駅周辺においては、赤羽一丁目地区

における市街地再開発事業を支援するとと

もに、まちづくりの課題解決に向けた取組

みを進めます。

さらに、安全で快適な移動の確保や、ま

ちの回遊性の向上を図るため、コミュニティ

バスの新規路線導入をはじめ、地域公共交

通の充実に向けた取組みを推進します。

②水・みどり・公園　新たな魅力とうるおい

の創出

公園総合整備構想を策定し、Ｐａｒｋ－ＰＦＩ

（民間資金を活用した新たな整備管理手法）

などの手法の導入や都市公園の再生整備な

どに取り組み、暮らしの中にうるおいや癒し、

そして楽しみを与えてくれる魅力ある公園づ

くりを進めます。

あわせて、４つの河川が区内を流れる水

辺環境豊かな特色を生かし、荒川緑地など

水辺空間を活用して、スポーツグラウンドの

整備や自然地の再生整備に向けた取組みを

推進し、区民のだれもがスポーツや水辺に

親しむ環境づくりにも力を入れます。

③文化・芸術・観光　北区らしさの創造

文化の祭典でもある「東京２０２０オリン

ピック・パラリンピック競技大会」の開催を一

つの契機とし、文化芸術事業のＰＲを強化す

るとともに、（仮称）芥川龍之介記念館の開

設をめざし、準備を進めます。

また、平成３１年に逝去された北区名誉区

民である日本文学研究者ドナルド・キーン氏

の功績を生かした特色ある文化事業を展開

します。

さらに、近年北区は、「住みたいまち」、「子

育てしやすいまち」として、認知度も上がり、

注目を集めています。こうした機会に、区

の強みや魅力的な資源を総動員し、北区ら

しさを創造するとともに、区内外に戦略的・

効果的に魅力を発信するシティプロモーショ

ンを一層推進し、関係人口、交流人口、そ

して定住人口の増加を実現します。

その中の取組みの一つとして、区にゆか

りのある渋沢栄一翁が、新たな一万円紙幣

の肖像に採用され、大河ドラマの主人公と

なることが決定したことも踏まえ、近代日本

経済の礎を築いた渋沢栄一翁に係る功績の

発信や関連イベントを開催するなど、関係

機関や関係自治体と連携し、積極的に展開

します。

④多様性の尊重　だれもがいきいきと生活

できる基盤の確立

日本人と外国人が地域で相互理解を深め

るとともに安心して心豊かに暮らせるまちを

めざして、多文化共生の実現に向けた取組

みを推進します。

また、人権を尊重し健康な生活を実現する、

ワーク・ライフ・バランスを実現する、あらゆ

る分野で女性が活躍する、男女があらゆる

分野で学び参画する男女共同参画社会の実

現及び多様性社会の推進に取り組みます。

さらに、障害の有無にかかわらず、だれ

もがお互いを尊重し、支えあえる共生社会

を実現するために、障害者の差別解消及び

理解促進に向けた取組みを推進します。

この基本計画は、「北区基本構想」の実現

を目的とする区政の基本方針であり、区が

取り組むべき主要な施策の方向性を示した

ものです。

計画期間：令和２年度から令和１１年度まで

の１０カ年

前期計画期間：令和６年度までの５カ年

後期計画期間：令和７年度以降の５カ年

「北区基本構想」で示している３つの基本

目標と、これを実行するための効率的な執

行体制の整備について２５の施策単位を設定

して、区の将来像の実現をめざします。

計画事業数　１１１事業

計画事業費　２千４４３億６千万円

（下表のとおり）

今回の財政計画は、１０カ年の計画期間

のうち前期計画期間を算出しています。後

期計画期間の財政計画は、今後の経済成長

率等の動向を把握したうえで改めて算定す

ることとします。

健やかに安心してくらせるまちづくり

一人ひとりがいきいきと活動するにぎわい
のあるまちづくり

安全で快適なうるおいのあるまちづくり

基本計画推進のための区政運営

合　　計

25事業

31事業

46事業

9事業

111事業

37,117

83,722

105,414

18,108

244,360

21,655

40,424

70,015

461

132,556

15,461

43,297

35,399

17,648

111,805

基本計画目標別計画事業数と計画事業費

北区中期計画（令和2年度～4年度）（案）

（百万円）

※計画事業費については、原則として表示単位未満を四捨五入し、端数調整をしていないため、合計
と一致しない場合があります。

中期計画は、10カ年の長期総合計画である基本計画のうち、３カ年に区が取り

組むべき事業内容を明らかにしたものです。

「北区基本計画2020（案）」にあわせ、「北区中期計画（令和2年度～4年度）（案）」

をまとめました。

o （3908）1104（企画課直通）令和元年１２月２０日 特集号（２）



健やかに安心してくらせるまちづくり１

一人ひとりがいきいきと活動するにぎわいのあるまちづくり２

1-1 健康づくりの推進

区民の健康寿命を延ばし、いつまでも元気でいきいき
と暮らしていけるよう、区民一人ひとりのこころとから
だの健康づくりを支援するとともに、区民の健やかな生
活を支える保健・医療体制を充実します。

健康寿命の延伸プロジェクト
～若い世代から取り組む健
康づくり～

区内医療環境の充実

推進

推進

推進

調査

推進

推進

拡充

推進

推進

推進

事業費

事業費

77

9

39

9

38

－

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）1-1

1-3 高齢者・障害者の自立支援

高齢者や障害のある方が、いきいきと活動している活
力ある地域社会をつくるため、住み慣れた地域で、明る
く健康で充実した生活を送れるよう自立を支援します。

その他の事業名

●障害児・障害者の地域生活の支援の充実

●地域密着型サービスの基盤整備

●認知症在宅支援推進事業

●特別養護老人ホームの整備・改修

●老人保健施設・都市型軽費老人ホームの整備

●障害者グループホームの整備

その他の事業名

●たばこ対策総合支援事業

その他の事業名

●保育所待機児童解消

●放課後等における子どもの居場所の充実・確保

●保育サービスの充実

●産前産後サポート事業

●子どもの未来応援プロジェクトの推進

●児童虐待未然防止事業

●社会的養護を必要とする子どもへの支援

●子どもセンター・ティーンズセンターへの移行

いきがいづくり支援事業

北区版地域包括
ケアシステムの構築

推進

推進

推進

推進

推進

推進

拡充

拡充

推進

推進

事業費

事業費

1,212

5,577

692

2,809

520

2,768

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）1-3

1-5 福祉のまちづくり

区民一人ひとりが活動の場を広げ、自由に社会参加や
交流を行えるよう、子どもや高齢者、障害のある方など
に配慮した福祉のまちづくりを進めます。

その他の事業名

●バリアフリー基本構想の推進

障害者の差別解消と理解
促進

推進 推進
推進 推進 推進

事業費 64 30 34

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）1-5

1-2 地域福祉推進のしくみづくり

ともに支えあい助けあい、あたたかい心の交流のある
地域社会をめざして、区民、ボランティア・市民活動団
体などと連携、協働し、地域福祉推進のしくみづくりを
進めます。

地域見守り支えあい事業 推進 推進
推進 推進 推進

事業費 105 69 36

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）1-2

1-4 子ども・家庭への支援

子どもたちが心身ともに健やかに人間性豊かに成長す
るよう、区は地域社会と一体となって子どもたちを取り
巻く良好な環境づくりを進めるとともに、安心して子ど
もを生み育てられるよう、子育て家庭を支援します。

その他の事業名

●地域における雇用の推進

●創業チャレンジ環境の整備

●ものづくり技術開発支援事業

●産業ブランド力の強化

2-1 地域産業の活性化

産業人の創意と意欲にあふれた自由で活発な企業活動
が展開できる環境づくりを進め、新たな産業分野への進
出を支援するとともに、区民が集い、にぎわう、生活の
場としての魅力ある商店街づくりを支援します。

保育の質の向上

妊娠期から子育て期の
切れ目ない支援

児童相談所等複合施設の
整備

推進

推進

完成

推進

推進

基本構想策定

推進

推進

完成

拡充

拡充

推進

推進

推進

完成

事業費

事業費

事業費

18

728

2,779

9

345

2,779

9

384

－

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）1-4

経営相談総合窓口の
充実・強化

北区観光の魅力向上
プロジェクト

個店の魅力創出支援事業

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

拡充

推進

拡充

推進

推進

推進

事業費

事業費

事業費

363

248

159

171

127

67

192

121

92

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）2-1
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町会・自治会活性化推進
事業

2-2 コミュニティ活動の活性化

地域のきずなや人と人とのつながりを深めるため、多
様な世代や人々の地域活動への参加や交流を促進すると
ともに、コミュニティ活動やボランティア・市民活動団
体などの活動を支援します。

地域のきずなづくり推進
プロジェクト

推進

推進

推進

推進

推進

推進

拡充

拡充

推進

推進

事業費

事業費

30

344

15

163

15

182

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）2-2

その他の事業名

●区民センターの整備（桐ケ丘地区）

2-6 未来を担う人づくり

子どもたちを、社会の変化にも柔軟かつ主体的に対応
できる豊かな感性と創造的な知性を備えた、未来を担う
人材として育てていきます。そのため、ゆとりある教育
環境のもと、子どもたちの「生きる力」や「豊かな心」
を育むことを重視し、個性を伸ばす教育を推進します。

グローバル人材育成
プロジェクト

学校の改築

推進

20校完成

推進

12校完成

推進

8校完成

拡充

3校完成

推進

5校完成

事業費

事業費

1,929

44,468

970

25,008

959

19,460

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）2-6

その他の事業名

●確かな学力向上プロジェクト

●区立認定こども園の設置

●学校施設の長寿命化の推進

2-8 男女共同参画社会の実現

男女が互いの人権や個性を尊重し、ともに社会のあら
ゆる分野に参画して、個性豊かにいきいきと暮らせる地
域社会の実現をめざします。

多様性の理解促進 推進 検討
推進 推進 推進

事業費 11 6 6

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）2-8

その他の事業名

●女性活躍推進事業

●ワーク・ライフ・バランスの推進

2-4 生涯学習の推進

学びたい人がいつでも、どこでも、学習に取り組み、
生涯にわたって学び続けることができる環境づくりを進
めます。

地域活躍ステップアップ
事業

推進 ―
推進 実施 推進

事業費 12 5 7

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）2-4

2-3 個性豊かな地域文化の創造

区の貴重な文化を誇りにし、継承しながら、区民の主
体的な芸術文化活動を支援して、区民とともに個性的な
地域文化を創造し、北区の魅力として発信します。

その他の事業名

●文化芸術活動の推進

●北とぴあの改修

（仮称）芥川龍之介記念館
の整備

ドナルド・キーン氏の
功績を生かした特色ある
文化事業の展開

国指定史跡中里貝塚の
保存・活用

推進

推進

推進

推進

検討

推進

推進

推進

推進

推進

拡充

推進

推進

事業費

事業費

事業費

203

－

90

199

－

90

3

－

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）2-3

保存活用
計画策定

2-5 生涯スポーツの推進

生涯にわたっていきいきと楽しく暮らすため、健康づ
くりから競技スポーツまで、それぞれの体力や興味に応
じて、いつでも、どこでも、スポーツ・レクリエーショ
ン活動を行うことができる環境づくりを進めます。

その他の事業名

●桐ケ丘体育館の改築

●スポーツ施設の整備

●総合型地域スポーツクラブの設立・支援

「トップアスリートのまち・
北区」推進プロジェクト

ライフステージ等に
応じたスポーツ活動の推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

拡充

拡充

推進

推進

事業費

事業費

155

50

129

25

26

25

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）2-5

2-7 グローバル時代のまちづくり

区民一人ひとりの「地球市民」としての意識を育み、
区民、ボランティア・市民活動団体、企業などと連携、
協働して、世界に開かれた平和と人権を尊重するまちを
めざします。

多文化共生の推進 推進 推進
推進 拡充 拡充

事業費 260 128 132

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）2-7

o （3908）1104（企画課直通）令和元年１２月２０日 特集号（４）



安全で快適なうるおいのあるまちづくり３

がけ・擁壁等の
安全・安心支援事業

大規模水害を想定した
避難行動支援事業

地域の防犯力向上事業

十条駅周辺のまちづくり
の促進

3-1 計画的なまちづくりの展開

地域がそれぞれの個性を生かして、安全で快適に暮ら
せる、うるおいのある都市空間を形成するため、計画的
なまちづくりを推進します。

王子駅周辺のまちづくり
の促進

赤羽駅周辺のまちづくり
の促進

促進

促進

促進

促進

促進

促進

促進

促進

促進

促進

促進・完了

促進

促進

促進

促進

事業費

事業費

事業費

863

5,773

17,152

863

5,757

17,152

－

17

－

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）3-1

その他の事業名

●駅周辺まちづくりの整備促進

●東十条駅周辺のまちづくりの促進

●板橋駅周辺のまちづくりの促進

●浮間舟渡駅周辺のまちづくりの促進

●赤羽台周辺地区住宅市街地総合整備事業の推進

総合的な自転車活用の
推進

3-3 利便性の高い総合的な交通体系の整備

だれもが安心して快適に移動できるまちをめざして、
体系的な道路ネットワークや公共交通機関の整備を推進
します。

（仮称）旧北王子支線跡地
遊歩道の整備

区内交通手段の確保

完成

拡充

推進

協議

推進

推進

完成

拡充

推進

完成

拡充

推進

拡充

推進

事業費

事業費

事業費

851

482

756

851

210

399

 

272

358

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）3-3

その他の事業名

●都市計画道路新設・拡幅整備

●幹線区道新設・拡幅整備

●無電柱化事業の推進

●橋梁整備

●鉄道駅エレベーター等整備事業

●駅周辺へのエレベーター等の設置

●総合的な駐輪対策の推進

3-5 快適な都市居住の実現

だれもが快適でゆとりある居住を実現し、ファミリー
世帯の定住化を図るため、良質で多様なタイプの住宅を
確保するとともに、良好な住環境の形成を図ります。ま
た、子育て世帯や高齢者世帯、障害者世帯が北区に安心
して住み続けられるよう居住を支援します。

一人暮らし高齢者住宅
建設事業

子育て・高齢者世帯等の
居住支援

推進

2カ所完成
212戸

2カ所完成
212戸

1カ所完成
69戸

1カ所完成
143戸

1カ所整備1カ所整備

推進
推進 推進 推進

事業費

事業費

4,588

272

3,436

136

1,152

136

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）3-5

その他の事業名

●区営住宅の建替え

●空き家対策の推進

その他の事業名

●都市防災不燃化促進事業

●木造民間住宅耐震改修・建替え促進事業

●緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業

●防災情報の一元管理体制の強化（防災情報基盤の構築）

●北区防災備蓄・管理・供給体制の強化

●他自治体等からの受援体制の構築

●防犯対策サポート事業

●防犯設備整備事業

2-9 主体的な消費生活の推進

環境への責任を自覚して行動する消費者を育成するな
ど消費者の自立を支援するとともに、消費者被害を防止
して消費生活の安定に努めます。

主体的に選択・行動が
できる消費者教育の推進

推進 推進
推進 推進 推進

事業費 11 6 6

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）2-9

3-2 安全で災害に強いまちづくり

都市基盤の安全性を高めるため、計画的な防災まちづ
くりを推進するとともに、防災体制を充実します。また、
犯罪などの不安がなく、安心して暮らすことのできるま
ちをめざします。

3-4 情報通信の利便性の高いまちづくり

区民や企業の多様な交流や社会参加がより一層容易と
なる情報通信の利便性の高いまちをめざします。

防災まちづくり事業の
推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

拡充

推進

推進

推進

推進

推進

事業費

事業費

事業費

事業費

13,189

254

78

6

7,893

170

78

3

5,296

84

－

3

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）3-2
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基本計画推進のための区政運営４

新庁舎の整備

3-8 自然との共生

多様な生物のすむ自然環境を保全、創出し、自然と共
生する、いのちあふれる快適環境を創造します。 持続可能な社会に

向けた環境学習
推進 推進

推進 拡充 推進

事業費 102 56 46

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）3-8

4-2 計画的・効率的な行財政運営の推進

より一層効率的な行政サービスの提供に努めるととも
に、既存の公共施設の有効活用をはかります。 ＡＩ・ＲＰＡ等の先端技術の

活用
推進

推進

検討

基本計画検討

推進

整備

推進 推進

基本計画
策定・設計

設計・用地
取得・整備

事業費

事業費

－

17,776

－

168

－

17,608

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）4-2

3-6 うるおいのある魅力的な都市空間の整備

住む人が愛着を感じ、訪れる人にもやすらぎとうるお
いを与える魅力ある都市空間を形成するため、美しいま
ち並みやみどりにあふれた公園、水辺などの公共空間の
整備を推進します。

魅力ある公園づくり事業

水辺空間を利用した
にぎわいの創出

推進

推進

推進

推進

推進

推進

推進

拡充

推進

推進

事業費

事業費

7

1,552

7

1,339

－

212

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）3-6

その他の事業名

●景観まちづくりの推進

●飛鳥山公園の魅力向上事業

●（仮称）赤羽台のもり公園の整備

●（仮称）滝野川三丁目公園の整備

●（仮称）新神谷公園の整備

●名主の滝公園の再生整備

●桐ケ丘中央公園の拡張整備

その他の事業名

●ごみの減量化と資源の有効利用

3-7 持続的発展が可能なまちづくり

将来世代に継承できる持続的発展が可能なまちをつく
るため、区民、事業者、ボランティア・市民活動団体な
どと連携、協働を進め、資源循環型システムを構築します。

低炭素社会の促進と
気候変動への適応

推進 推進
推進 推進 推進

事業費 317 163 153

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）3-7

4-1 区民と区の協働によるまちづくりの推進

良好なパートナーシップのもと、区民と区の協働によ
るまちづくりを進めるため、区政のさまざまな場面への
区民参画を推進するとともに、わかりやすく開かれた区
政を推進します。

地方創生に向けた
ＳＤＧｓ推進事業

推進 推進
推進 推進 推進

事業費 － － －

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）4-1

その他の事業名

●東洋大学と連携した地域活性化の推進

4-3 自治権の拡充と広域的な連携・協力の推進

区民に最も身近な基礎自治体として、個性豊かな活力
に満ちた地域社会を実現するため、区の自主性、自立性
の向上に努めます。

北区渋沢栄一
プロジェクトの推進

推進 推進
推進 推進

事業費 － －

事 業 名
全体計画

11年度目標
A

元年度末の
見込み

B

必要量
A－B=C

前期計画
2～6年度

後期計画
7～11年度

（百万円）4-3

その他の事業名

●友好都市交流協定の締結

●他自治体との新たな連携・交流の推進

その他の事業名

●公共施設の再配置

●トイレリフレッシュ事業

o （3908）1104（企画課直通）令和元年１２月２０日 特集号（６）



北区経営改革プラン2020（案）

Ⅰ
「北区経営改革プラン
2020」の基本的
考え方

経営改革を継続的に実施する

必要性について1

経営改革プラン改定に

あたっての考え方2

 （１）新たな基本計画への対応

令和２年度を初年度とする「北区基本計画

2020」では、引き続き「区民とともに」を基

本姿勢に、最重要課題に対する対応や多く

の課題解決に向けた積極的な取組みを進め

ていくとともに、北区の新たな魅力や価値

を創出する施策を展開します。また、今後

予定している学校改築や新庁舎建設、まち

づくりの一層の推進などは、特に多額の経

費を要する事業であり、計画的にその財源

を確保していく必要があります。

しかしながら、日本経済においては、通

商問題や海外経済の不確実性、金融資本市

場の変動の影響等に留意する必要があり、

これらの地方財政への影響が懸念されると

ころです。また、これまで法人住民税の一

部国税化や地方消費税清算基準の見直しな

ど、国による不合理な税制改正等が繰り返

されており、加えて、令和元年度税制改正

において地方法人課税における「新たな偏

在是正措置」が講じられました。このように、

財政運営上のリスクが絶えず存在し、今後、

一般財源総額の確保が難しくなることも見

込まれます。

区では、国や東京都に先駆け、行財政改

革に積極的に取り組んできましたが、「北区

基本計画2020」を着実に実現していくため

に、また、次世代につなぐ健全で安定的な

行財政運営の確保と区民サービスの向上に

向けて、引き続き経営改革に取り組むこと

が必要です。

 （２）行政需要の中長期的増大

「北区経営改革プラン2015」の着実な推

進により、「北区基本計画2015」の実現及

び健全で安定的な行財政運営の確保に努め

てきましたが、中長期的な行政需要の増大

とともに、今後の財政状況を鑑みると、「北

区基本計画2020」のための財源を確保し、

計画事業等の実現に向けた財政対応力をさ

らに高めていくことが課題となります。

①北区の人口と少子高齢化の現状

区の平成31年１月１日現在の住民基本台

帳人口は35万1,976人となっており、高齢

化率は、24.9％で、23区で最も高くなって

います。今後は、令和10年までは人口増加

となり、約36万２千人とピークを迎えますが、

その後は減少に転じ、令和20年には約35

万６千人となる見込みです。

義務的経費である扶助費の総額は、保育

所待機児解消に伴う児童福祉費の伸びや高

齢化の進行などにより、年々増加しており、

財政の圧迫要因の一つになっています。ま

た、実質的な義務的経費である介護保険事

業や後期高齢者医療会計への繰出金（特別

会計繰出金）も高齢化や医療の高度化等に

伴い、引き続き高い水準にあります。

②公共施設の更新需要と課題

区ではこれまで公共施設（建築物）やイン

フラ（道路・橋りょう）を計画的に整備してき

ましたが、現在、多くの公共施設やインフ

ラ施設が老朽化しており、 大規模改修や建

替え、更新等の時期に差し掛かっています。 

平成27年から令和32年までの35年間の

試算では年間約141億円が必要となります。

そのため、今後、改修や更新にあたり多額

の費用が必要となることから、現状のまま

施設を維持していくことが困難な状況です。 

そこで区では「北区公共施設再配置方

針」、「北区公共施設等総合管理計画」を策

定し、公共施設のマネジメント方針や総量

の削減目標、インフラ施設の維持管理方針

を定めました。今後も区の財政状況や人口

動向、区民ニーズの変化等を踏まえ、公共

施設マネジメント等に取り組み、経費の縮減

や平準化を進めていく必要があります。

 （３）北区財政の現状と課題

①歳入

歳入の中で最も割合の高いものは、特別

区交付金（都区財政調整交付金）で約４割、

次に特別区税が約２割となっています。

北区は、23区平均と比べ特別区税の割

合が低く、特別区交付金に対する依存度が

高くなっています。特別区交付金は、景気

の変動を受けやすく、国の税制改正等の影

響の増大も懸念されます。また、少子高齢

化が進行する現状を考えると特別区交付金

や特別区税の大幅な増収を期待することは

難しく、今後も予断を許さない財政状況が

続くと考えられます。

②歳出

性質別歳出予算では、人件費、扶助費、

公債費の義務的経費が全体の５割を超えて

います。

人件費は、これまでの行財政改革の取組

みにより、減少傾向にありましたが、保育

園定員拡大に伴う保育士の採用などにより、

職員数とともに増加に転じています。扶助

費は、児童福祉費などの伸びや高齢化の進

行により、増加傾向にあります。今後も少

子高齢化の進行などに伴う扶助費の増加や

学校をはじめとする公共施設の更新などの

多くの需要が見込まれ、歳出を押し上げる

要因が山積しています。

③基金

平成30年度末の主要５基金（財政調整基

金、減債基金、施設建設基金、まちづくり

基金、学校改築基金）の残高の合計は、約

576億円となり、そのうち、財政調整基金は

約180億円となっています。財政調整基金に

ついては、23区平均残高は約295億円であ

り、北区は必ずしも高い水準ではありません。

将来を見据えた安定的な財政運営を行って

いくためには、財政調整基金等への着実な

積み立てを行っていく必要があります。

④地方債

区では、学校改築や公園整備などの公共

施設の整備等に伴い、地方債を発行してき

ました。平成30年度末の地方債残高は274

億円で、区民一人当たりに換算すると８万円

の借入となっています。今後も小・中学校の

改築などをはじめとした施設の更新需要を

抱えており、計画的に地方債を活用してい

く必要があります。

 （４）北区職員の現状と課題

①職員定数の適正化

平成31年４月１日現在の職員総数は、保

育園定員拡大に伴う保育士の採用などによ

り、前年度から79人増加し2,688人となっ

ています。

平成30年４月には新たな特別区の人事制

度がスタートし、平成31年４月から働き方改

革関連法が順次施行されています。また、

令和２年４月からは会計年度任用職員制度

が導入されるなど、人事行政を取り巻く状

況が大きく変化していく中、新たな「職員定

数管理計画」を策定し、職員定数の適正化

を図る必要があります。

②職員の人材育成　

人事制度や職員構成が大きく変化する中、

今後見込まれる様々な行政需要の増加に対

応するためには、職員一人ひとりの職務遂

行能力を向上させていくことが必要です。ま

た、職員個々の資質の向上だけではなく、

組織として人材が育つ職場づくりが求めら

れています。多様な考え方を尊重しながら、

高い倫理観を持って行動できる職員や、専

門性・特殊性の高い業務のノウハウを継承

し、実務に精通した人材を育成していくこと

が必要です。

日本は人口減少社会が到来し、今後さら

に少子高齢化が進行するなど、生産年齢人

口が減少すると予測されています。北区に

おいては、令和10年まで緩やかな人口の増

加が見込まれていますが、中長期的には同

様に減少傾向になることが想定されていま

す。また、国の税制改正等の影響の増大も

懸念されており、今後も税収の大幅な伸び

は期待できないという前提のもと、区政運

営を行っていかなければなりません。

令和２年度を初年度とする「北区基本計画

２０２０」では、「区民とともに」を基本姿勢に、

３つの優先課題を進め、北区の10年後のあ

るべき将来を見据えた、取り組むべき２つの

最重要課題「地域のきずなづくり」と「子育て

ファミリー層・若年層の定住化」にさらに積極

的に対応するとともに、北区の新たな魅力

や価値を創出する施策にも取り組む必要が

あります。「北区経営改革プラン２０２０」にお

いても、将来の人口減少や少子高齢化のさ

らなる進展を見据え、将来にわたり区民サー

ビスを安定的に提供するため、解決を図っ

ていくものとします。

なお、「北区経営改革プラン２０２０」の計

画期間は、「北区基本計画２０２０」の前期５

か年（令和２年度から６年度まで）とします。

また、経済情勢をはじめとした急激に変化

する社会情勢を見据えながら、迅速かつ適

切な対応を行うため、毎年度、必要に応じ

て新たな改革項目の検討を行い、経営改革

を着実に推進していきます。

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26

※各年１月１日現在の住民基本台帳人口で、平成25年以降は外国人人口を含みます。

出典：「ふるさと北区財政白書　平成30年度決算」

出典：「ふるさと北区財政白書　平成30年度決算」

出典：「ふるさと北区財政白書　平成30年度決算」

（％）

人件費
238億4,291万7千円

（16.5%）

特別区税
293億9,194万5千円

（19.7%）

扶助費
482億1,517万3千円

（33.3%）

特別区交付金
564億6,174万9千円

（37.8%）

公債費
32億906万9千円

（2.2%）

地方消費税交付金
61億1,675万4千円

（4.1%）

地方譲与税など
17億7,375万5千円

（1.2%）

都支出金
96億728万6千円

（6.4%）

繰入金
54億7,615万円

（3.7%）

地方債
40億300万円

（2.7%）

その他
109億8,563万2千円

（7.4%）

繰出金
140億6,034万3千円

（9.7%）

物件費
220億4,210万2千円

（15.2%）

国庫支出金
256億265万5千円

（17.1%）

補助費等
64億2,333万1千円

（4.4%）

維持補修費
11億7,287万4千円

（0.8%）

出資金・積立金及び貸付金
78億9,655万8千円

（5.5%）

普通建設事業費
178億8,338万8千円

（12.4%）

65歳以上人口構成比

平成30年度普通会計決算（性質別歳出）

24.9

22.6

（年）

投資的経費
178億8,338万8千円

（12.4%）

北区

東京都

平成30年度普通会計決算（歳入）

その他経費
515億9,520万8千円

（35.6%）

義務的経費
752億6,715万9千円

（52.0%）

一般財源
937億4,420万3千円

（62.7%）

2元平成 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

特定財源
556億7,472万3千円

（37.3%）

歳出総額 1,447億4,575万5千円

歳入総額 1,494億1,892万6千円

ホームページアドレス　 http://www.city.kita.tokyo.jp/ 令和元年１２月２０日 特集号（７）



1-1
地域のきずなづくりを

推進します
4-1

施設情報の一元的管理・

共有化を図ります

2-5
職員の意識改革と職務執行

能力の向上を図ります

3-3
指定管理者制度の導入・

検討を行います
4-4

施設の再配置に向けた

取組みを推進します

1-2
区政情報の共有化を

図ります

2-2
業務や事業の見直しを

行います

2-3
効率的・効果的な組織、

執行体制を構築します

2-4
外郭団体の役割を検証し、

効率化を推進します

1-3 区民参画を推進します

4-2 施設の有効活用を図ります

3-2 民間活力を活用します

3-4 公民連携を推進します

2-1 財源の確保に努めます

1-4
区民本位の行政サービスを

推進します

4-3
施設の長寿命化や維持管理

コストの削減を図ります

1-5
協働によるまちづくりを

進めます

公共施設マネジメントの推進4

3-1

行政の情報化を推進すると

ともに、行政サービスの提供

体制を見直します

II
「北区経営改革プラン
2020」の具体策

区民とともに～地域のきずな

づくりと協働によるまちづくり

の推進～
1

将来を見据えた柔軟で持続

可能な行財政システムの確立2

社会の変化に対応した

行政サービスの提供3

区の基本姿勢である「区民とともに」は、

本改定においても引き続き追求されるべき

課題です。「子育てファミリー層・若年層の

定住化」を進めていくうえでは、地域におい

て世代を超えた人々が主体的にまちづくりに

取り組み、地域で支えあうことが重要です。

情報の共有化や区民参画を一層進めるとと

もに、区の最重要課題の一つである「地域

のきずなづくり」に重点を置いた取組みを、

区民との協働によりさらに進めていきます。

〇人と人とのつながりや地域の連帯意識の

醸成、地域活動の担い手づくりなど、町会・

自治会と地域活動団体が連携・協力できる

仕組みづくりを、地域振興室が地域活動支

援拠点としての役割を担いながら、引き続

き推進します。

〇町会・自治会が持続的に活動し、新たな

課題にも対応できるように町会・自治会の特

性にあわせた支援のあり方を検討します。

〇区民が自主的に区政の方向を検討できる

ように、北区ニュース･ケーブルテレビ･北区

ホームページ･ＳＮＳ･報道機関など、多様な

媒体を活用して、引き続き施策形成関連情

報を積極的に公開し、情報発信力の強化を

図っていきます。

〇区が保有する公共データを、誰もが自由

に加工・利用できる形で公開すること（オー

プンデータ）により、新たな行政サービスに

つなげます。

〇各種審議会への区民各界の代表の参加や

審議会委員の公募を行い、多様な区民の意

見を反映した検討を行います。

〇区政への区民参画の推進・拡充を図るた

め、新たな区民参画手法を検討します。

〇学校施設の地域開放について、学校の負

担を軽減するとともに利用しやすい仕組み

づくりを検討し、利便性の向上を図ります。

〇中央図書館の月曜休館日が祝日にあたる

場合に開館日とするとともに、拠点館等に

おける開館日の拡大、開館時間の延長を検

討し、利便性の向上を図ります。

〇（一社）東京北区観光協会との密接な連携

のもと、区民・事業者・区が一体となったオー

ル北区の体制で、旧醸造試験所や渋沢栄一

翁関連施設等の北区ならではの観光コンテ

ンツなども活用し、北区観光の魅力発信に

取り組みます。

〇集団回収事業者認定制度の拡充を検討

し、区民の自主的な資源回収活動の安定し

た環境を整備し、ごみの減量化・資源化を推

進します。

〇「イメージ戦略」と「シティプロモーション」

の理念を継承した新たな計画を策定し、推

進します。また、（公財）渋沢栄一記念財団、

（一社）東京北区観光協会などと連携し、「渋

沢栄一翁といえば北区」が定着するよう推進

します。

　内部努力の徹底を図りながら、今後の財

政需要を見込み、将来に備えることのでき

る強固で弾力的な財政基盤の構築が重要で

す。区政の透明性を高め、適正な事務を執

行できる体制を整えるとともに、職員の意

識改革や職務遂行能力の一層の向上を図

り、ＡＩなどの先端技術の活用による仕事の進

め方や働き方を見直すことで、機能的かつ

効率的な組織体制や業務遂行のしくみづく

りを進めていきます。また、行政サービスに

見合った受益者負担の適正化や歳入確保に

向けた取組みなど、積極的に財源確保を推

進していきます。

〇使用料・手数料については、受益者負担

の原則や負担の公平性などの観点から、定

期的に検討・見直しを行い適正化に努めま

す。

〇ふるさと納税の寄付メニューや返礼品の

見直しを検討・実施するとともに、特定のプ

ロジェクトに対して寄付を募るクラウドファン

ディングの活用を検討・実施します。

〇特別区民税などの納付の利便性の向上や

歳入確保を図るため、新たな収納手段を検

討・実施します。

〇粗大ごみの資源化を行い、ごみの減量化

と売却による歳入確保を図ります。

〇社会保障・税番号について、区独自の活

用方法を検討・実施することで、一層の事務

の効率化と区民サービスの向上を図ります。

〇国や東京都などが実施している類似事業

を調査し、区が実施している事業の精査、

見直しを図り、一層効果的に事業を推進し

ます。

〇老人いこいの家の必要性を検証し、機能・

役割を検討します。

〇77歳（喜寿）の祝品について見直しを検

討・実施します。

〇ふれあい館の有効活用を図るとともに、

利用度・稼働率が低く、老朽化しているふれ

あい館については、統廃合を検討します。

〇障害福祉サービスの区単独助成事業につ

いて利用者の利便性の向上と事務の効率化

を図るため、金券給付から口座振替への見

直しを検討・実施します。

〇国民健康保険証と高齢受給者証（70歳か

ら74歳）の一体化を検討・実施します。

〇働き方改革を推進するため、事業執行の

効率化等のさまざまな取組みを実施し、生

産性の向上を図ります。

〇内部統制制度に関する基本方針に基づ

き、制度の運用を図ります。

〇健康福祉部について、効果的・効率的な

執行体制を構築します。

〇児童相談所の設置に向けた準備と、児童

等の支援を一体的に担うための機能を有す

る子ども家庭支援センターの拠点化を進め

ます。

〇区の外郭団体について、効率化を促進す

るとともに、自主・自立した財政基盤の確立

を進めます。

〇女性職員を対象としたキャリア研修の実施

により、管理監督者層に占める女性職員の

割合を拡大し、政策に女性の視点を活かす

ことで、区民サービスの向上につなげます。

〇人材育成基本方針等に基づき、系統だっ

た研修を行うとともに、人材が育つ職場づ

くりを推進するための取組みを、継続して進

めます。

複雑化・多様化する行政需要に対応する

ため、様々な手法による民間事業者やＮＰＯ

などの「公」を担う多様な主体の参画や連携

を促すとともに、ＡＩをはじめとする先端技術

の積極的な活用を検討し、業務の効率化と

質の高い行政サービスの提供へとつなげて

いきます。さらに社会情勢や環境の変化に

応じた業務や事業の見直しを進めるため、

適宜、取組みの成果を踏まえ、新たな項目

を検討していきます。

〇ＡＩ技術やＲＰＡ（業務を自動化するソフト

ウェア型ロボット）、チャットボット（対話型自

動応答システム）などの業務自動化の活用を

検討し、区民サービスの向上と事務の効率

化を図ります。

〇コイン式自転車駐車場の清算機を交通系

電子マネー対応に順次、変更導入します。

〇窓口払いの手数料などのキャッシュレス化

について検討します。

〇給与事務・福利厚生事務の外部委託を拡

大します。

〇営繕業務の外部委託を推進します。

〇障害福祉事務の一部を外部委託します。

〇保育園の民営化を検討します。

〇学校施設への総合管理委託を推進します。

〇学校用務業務の外部委託を実施します。

〇選挙事務の外部委託を拡大します。

〇「ファミリー・サポート・センター事業」につ

いて、外部委託を実施します。

〇Ｐark-ＰＦＩを活用した魅力ある公園づくり

を検討します。

〇子どもセンター及びティーンズセンター

〇保育園

〇公園

〇高齢者住宅

 

〇区内企業と連携した官民協働サービス体

制の構築について検討します。

〇地域課題解決に向けたシェアリング・エコ

ノミーの活用について調査・研究を行い事業

化に向けて検討します。

今後、老朽化した公共施設の建替えや改

修など、多額の更新費用が必要となります

が、将来的に負担できる更新費用には限界

があります。限られた資源の中で、新たな

施設需要にも対応し、区民サービスの向上

を図るため、「北区公共施設再配置方針」及

び「北区公共施設等総合管理計画」に基づ

き、区の財政状況や人口動向、区民ニーズ

の変化等を踏まえ、北区公共施設マネジメ

ント方針や総量抑制のための３つの方策（①

用途転換　②学校等の施設への集約化・複

合化　③統廃合・廃止の検討）などについて

具体的な取組みを進めるとともに、施設の

維持管理コストの縮減、施設の長寿命化に

も取り組んでいきます。

また、学校や公共施設の長寿命化の方針

を受け、上記計画の見直しにも着手します。

〇公共施設等の総合的かつ計画的な管理を

実施するための計画を見直し、公共施設等

の老朽化対策や最適な配置を推進します。

〇公共施設に関する情報を経営改革・公共

施設再配置推進担当課で一元的に管理し、

ホームページ等による公開により共有化を

図ります。

〇学校施設跡地については、区立学校の適

正配置の状況にあわせて、学校施設跡地利

活用検討委員会を設置し、利活用計画また

は処分計画を策定します。また、利活用計

画等に基づき、学校施設跡地の有効活用を

図ります。

〇遊休地･遊休施設の発生が見込まれた時

点で、遊休施設利活用等検討会で利活用方

針を決定し、有効活用･処分を引き続き推進

します。

〇既存施設に対し、用途転換等によるさら

なる有効活用を検討します。

〇施設建設・改修費用や運営費を削減し、よ

り質の高いサービスを提供するため、ＰＦＩ事

業などＰＰＰ手法（民間の資金や技術・ノウハ

ウを活用した公民連携）の導入を検討します。

〇区有施設保全計画などに基づき、計画的・

効果的な改修等を行うことにより、区有施

設やインフラの長寿命化を図ります。

〇北とぴあの機能の検討を含めた改修計画

等を策定し、計画的・効果的な改修等を行う

ことにより、施設の長寿命化を図ります。

〇北区立小・中学校長寿命化計画（令和元年

度策定）に基づき小中学校の長寿命化を図

ります。

〇高齢者住宅の定期借家契約終了後、順次

建物を返還し、（仮称）区営シルバーピア滝

野川３丁目に集約します。

〇区立幼稚園を統合し、認定こども園への

移行を進めていきます。

〇区立授産場について、あり方を検討しま

す。

令和元年１２月２０日 特集号（８） 刊行物登録番号  31-3-035


